（様式２）
参加資格に係る申出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日

札幌市長　様

所　在　地　
会　社　名　
代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　　印
札幌市次期非常通信手段の検証に係る調査及び資料作成業務の公募型企画競争に係る参加資格について、下記のとおり申し出ます。

記
□　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者でなく、かつ、その者を代理人、支配人、その他の使用人として使用するものでないこと。
□　会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法による再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始決定後の者は除く。）等経営状況が著しく不健全でないこと。
□　札幌市競争入札参加停止等措置要領（平成14年4月26日財政局理事決裁）に基づく参加停止措置を受けている期間中でないこと。
□　同一の企画競争において、事業協同組合等の組合と当該組合員とが同時に参加していないこと。
□　令和５・６年度札幌市競争入札参加資格者名簿（工事・建設関連サービス・道路維持除雪登録）において、業種が大分類「建設関連サービス業」、中分類「建設関連調査サービス業」に登載されていること。
□　国土交通省建設コンサルタント（電気・電子部門）の登録業者であること。
□　仕様書４の業者としての必要要件を満たしていること。
□　本業務について充分な業務遂行能力を有していることを確認するため、国、都道府県、他市町村でデジタル防災行政無線実施設計業務又は本業務と同様の調査又は検討に係る業務を元請として履行した実績があること。
【履行実績】
　　　　　　　　　　　　　　　　※　導入実績がわかる契約書などの書類（写）を添付すること
□　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成25年条例第6号）第2条に規定する暴力団その他の反社会的団体である者またはそれらの構成員が行う活動への関与が認められている者ではないこと。
以上、該当する□にレ点及び導入実績を記入すること。
